


 
  

不登校の児童生徒の支援について 
  

 

18 歳成年の改正民法への取組みについて   
 

 ◆事件前日、気軽に写真撮影に応じて下さった安倍元首
相。あまりに突然で受け止め難い訃報に接し、謹んで哀悼の 

意を表します。また、民主政治を踏みにじる 
凶行に、最大の怒りと非難を表明します。  

◆超酷暑といわれる今年の夏。命を守る 
万全の対策をとり、お過ごし下さい。 
 

 福井みな子 
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事前にご連絡
のうえ、 
お気軽にお越
しください。 

 

私 の 考 え 
 

文科省の最新の調査によると、2020年度の全国の小中学校における不登校児童・生徒数は8年連
続で増加し、過去最多となりました。芦屋市の不登校児童生徒数の推移をみても、小中学校ともに増
加傾向にあり、令和3年度は、小学校で７６人、中学校で112人とさらに増加しています。近年、市民か
らの相談も増え、今や不登校は身近な問題となり、早急な対応が求められています。 

  質問① 不登校の原因は多岐にわたるが、どのように分析し、解決に向けて
取り組んでいるのかを問う。 
＞ 教育長 不登校の要因は、学校・家庭・本人自身など様々あり、1人1人
の状況を把握し、スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーなど
と連携して分析を行うことで、解決に向け取り組んでいる。 
早期対応・解決に向けての取組みは、子どもの内面を深く理解し、組織的
に対応することや、学校が子どもたちにとって、安心できる居場所となるよ
う、教育活動の充実をより一層図ることと考えている。 
また、教職員がカウンセリングマインドを意識した対応ができるよう、毎年、
スクールカウンセラーを講師とした研修や打出文化教育センターでの研修
を実施しており、子どもたちの自尊感情を高める取組みを進めていく。 
 質問② 不登校の児童生徒への学習対応や生活指導、保護者との連携に
ついて問う。 
＞ 教育長 不登校の児童生徒への学習対応や生徒指導、保護者との連携
は、子どもや家庭の状況に応じ、家庭訪問や電話連絡、面談を行っている。
また、地域や関係機関等と家庭との連携をより一層深め、対応を進めていく。 
 質問③ 自立に向けた支援のうち、フリースクール等民間施設を活用した学
習活動について、現時点での取組みや今後について見解を問う。 
＞ 教育長 これまでの通学による民間施設だけでなく、オンラインを活用して
いる民間施設も含め、個に応じた支援や居場所づくりを行い、社会的自立に
向けた取組みを引き続き行っていく。 

日本の成年年齢は、約140年間、20歳でしたが、民法改正により、2022年4月1日か
ら18歳に引き下げられました。国際的にも18歳が一般的です。しかし、改正についての
周知期間があったとはいえ、若者の法的意味の理解や心理的な準備が十分であると言
えるのか、疑問に感じます。 

 

福 井 み な 子 の 一 般 質 問 

 

一般質問とは、議員が40分の質問時間内に市の事務に対しての執行状況ま
た将来の方針、政策的提言や行政の課題などを執行者に直接質すことです。 

 

 

消費者トラブルの手
口が年々巧妙化するな
か、ライフステージに応
じた体系的な消費者教
育の推進が必要です。
成人として新たな一歩
を踏み出した若者が、
真っ先に被害に遭わな
いよう、成人年齢前後
に契約の基礎知識など
を学ぶ機会を作り、社
会全体で見守ることが
大切であると考えます。 

私 の 考 え 
 

ギガスクール構想により小中学校で
１人１台のタブレットが貸与されていま
すが、不登校の児童生徒はこの構想
の外側に置かれず支援を受けている
のでしょうか？例えば不登校児童生
徒がタブレットに興味を示し、学習機
会に結びつくこともあるかもしれませ
ん。タブレット導入により、本人やご家
族とつながることも可能になります。 

また、今後は、フリースクール等の
民間団体とも連携し、保護者向けの
学習会を実施するなど、不安を取り
除くことも大切だと考えます。 

多くの友人と信頼関係を築き、自
分に自信を持つことで自己肯定感を
高めていくこと、興味・やる気がわい
てその子本来の力を取り戻すことが
大切であると考えます。早急に適切
な対策を講じることを要望しました。 

 質問 18歳になれば１人で契約することが可能と
なる。今後、若者を狙う悪質な業者が現れ、消費
者被害が発生することが危惧される。そのための
注意喚起と相談窓口の周知について見解を問う。 
＞ 市長 昨年から、ワクチン接種会場での啓発
動画の上映や消費生活センター新聞による注意
喚起のほか、芦屋市消費者協会のご協力による
JR芦屋駅での啓発など、多様な場面で活動して
きた。今後も、市内高校への啓発チラシの配布
や、消費生活セミナーの開催など注意喚起と相
談窓口の周知を図っていく。 
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